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1. 検討の背景と議論のスコープ
 経済産業省が2018年に公開した「DXレポート」では、老朽化・複雑化・ブラックボックス化した既存システム

がDXを本格的に推進する際の障壁となることに対して警鐘を鳴らすとともに、2025年の完了を目指して計画
的にDXを進めるよう促した。

 その後、経済産業省においては、企業におけるDX推進を後押しすべく、企業内面への働きかけ（DX推進指標
による自己診断の促進やベンチマークの提示）と、市場環境整備による企業外面からの働きかけ（デジタルガ
バナンス・コードやDX認定、DX銘柄によるステークホルダーとの対話の促進、市場からの評価等）の両面から政
策を展開してきた。

 しかし、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）がDX推進指標の自己診断結果を収集し、2020年10月
時点での回答企業約500社におけるDX推進への取組状況を分析した結果、実に全体の９割以上の企業が
DXにまったく取り組めていない（DX未着手企業）レベルか、散発的な実施に留まっている（DX途上企
業）状況であることが明らかになった。自己診断に至っていない企業が背後に数多く存在することを考えると、
我が国企業全体におけるDXへの取組は全く不十分なレベルにあると認識せざるを得ない。このことは、先般の
DXレポートによるメッセージは正しく伝わっておらず、「DX＝レガシーシステム刷新」、あるいは、現時点で競争
優位性が確保できていればこれ以上のDXは不要である、等の本質ではない解釈が是となっていたとも言える。

 一方、2020年に猛威を振るった新型コロナウイルスの影響により、企業は事業継続の危機にさらされた。企業が
この危機に対応するなかで、テレワークをはじめとした社内のITインフラや就業に関するルールを迅速かつ柔軟に
変更して環境変化に対応できた企業と、対応できなかった企業の差が拡大している。押印、客先常駐、対面
販売など、これまで疑問を持たなかった企業文化、商習慣、決済プロセス等の変革に踏み込むことができたか
否かが、その分かれ目となっており、デジタル競争における勝者と敗者の明暗がさらに明確になっていくことになろう。

以上の背景を踏まえ、本研究会では企業のDXを加速するための課題やその対応策を中心に議論することとした
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2.3 コロナ禍で起きたこととDXの本質

 緊急事態宣言（７都府県）を受けて、導入率は1ヶ月間で2.6倍と大幅に増加
→経営トップのコミットメントの下でコロナ禍を契機に、速やかに大きな変革を達成
 テレワークをはじめ社内のITインフラや就業規則等を迅速に変更してコロナ禍の環境変化
に対応できた企業と、できなかった企業の差＝押印、客先常駐、対面販売など、これま
では疑問を持たなかった企業文化の変革に踏み込むことができたかが、その分かれ目

 事業環境の変化に迅速に適応すること、その中ではITシステムのみならず企業文化
(固定観念)を変革することの重要性が明らかに

（出典）東京都, 東京都テレワーク「導入率」緊急調査結果（2020年5月）
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3.2 コロナ禍を契機に企業が直ちに取り組むべきアクション

 コロナ禍でも従業員・顧客の安全を守りながら事業継続を可能とするにあたり、以下の
ようなカテゴリの市販製品・サービスの活用による対応を検討すべき

 こうしたツールの迅速かつ全社的な導入には経営トップのリーダーシップが重要。企業が
経営のリーダーシップの下、企業文化を変革していくうえでのファーストステップとなる

業務環境のオンライン化

• テレワークシステムによる執務環境のリモートワーク対
応

• オンライン会議システムによる社内外とのコミュニケー
ションのオンライン化

従業員の安全・健康管理のデジタル化

• 活動量計等を用いた現場作業員の安全・健康管
理

• 人流の可視化による安心・安全かつ効率的な労働
環境の整備

• パルス調査ツールを用いた従業員の不調・異常の早
期発見

顧客接点のデジタル化

• 電子商取引プラットフォームによるECサイトの開設
• チャットボットなどによる電話応対業務の自動化・オン
ライン化

業務プロセスのデジタル化

• OCR製品を用いた紙書類の電子化
• クラウドストレージを用いたペーパレス化
• 営業活動のデジタル化
• 各種SaaSを用いた業務のデジタル化
• RPAを用いた定型業務の自動化
• オンラインバンキングツールの導入
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3.4 DX推進に向けた中長期的対応④

ユーザー企業とベンダー企業との新たな関係
– ベンダー企業はユーザー企業との対等なパートナーシップを体現できる拠点において、ユーザー企業とアジャイルの考え
方を共有しながらチームの能力を育て（共育）、内製開発を協力して実践する（共創）べき。同時に、パートナー
シップの中で、ユーザー企業の事業を深く理解し、新たなビジネスモデルをともに検討するビジネスパートナーへと関係
を深化させていくべき

– ベンダー企業はデジタル技術における強みを核としながら、ビジネス展開に必要な様々なリソース（人材、技術、製品・
サービス）を提供する企業、業種・業界におけるデジタルプラットフォームを提供する企業や、さらにはベンダー企業とい
う枠を超えた新たな製品・サービスによって直接社会へ価値提案を行う企業へと進化していくことが期待される

アジャイル開発の形（受託から共創/共育へ）
（出典）平鍋健児、第1回研究会資料
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4.4 デジタルプラットフォームの形成

＜共通プラットフォーム推進＞
 企業が経営資源を競争領域に集中するためには、個社が別々にITシステムを開発する
のではなく、業界内の他社と協調領域を合意形成して共通プラットフォームを構築し、
協調領域に対するリソースの投入を最小限にすべきである

 幅広い業界へ共通プラットフォームの横展開が可能となるように、共通プラットフォームの
形成を阻害している要因の除去や、一層の加速のための施策について検討する

＜デジタルアーキテクチャ推進＞
 デジタル社会の実現を見据えて、個社のみでは対応しきれない顧客や社会の課題を迅
速に解決するために、デジタル企業同士が横連携してエコシステムを形成できるデジタ
ルプラットフォームを形成することが重要である

 情報処理推進機構のデジタルアーキテクチャ・デザインセンターにおいて、産学官の連携
の下、全体の見取り図である「アーキテクチャ」を設計するとともに、その設計を主導で
きる専門家の育成を進める

デジタル社会基盤の形成
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4.5 ユーザー企業とベンダー企業の共創の推進

 企業がラン・ザ・ビジネスからバリューアップへ軸足を移し、アジャイル型の開発等によって事
業環境の変化への即応を追求することで、ユーザー企業・ベンダー企業の垣根はなく
なっていくと考えられる

 ベンダー企業は、受託開発型のビジネスとは決別し、ユーザー企業のDXを支援・伴走し
てけん引するようなパートナーに転換していく

 レガシー企業文化から脱却して変化に迅速に適応できる「優れた」ベンダー企業が有する
機能・能力を明確にし、ベンダー企業の競争力を定量的または定性的に計測できる指
標を策定する

産業変革の制度的支援
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4.6 DX人材の確保

 各企業において社内のDX活動をけん引するDX人材の存在が不可欠
– 自社のビジネスを深く理解した上で、データとデジタル技術を活用してそれをどう改革していくかについての構想力を持ち、実
現に向けた明確なビジョンを描くことができる人材

 個々人が変化に対して自ら学べるように、社会全体として学び直し（リカレント教育）
の仕組みを整備していくことが重要

– 継続的かつ頻繁にスキルをアップデート（リスキリング）する場をいかに提供していくか

 企業における人材の活用が能力の成長につながり、優れた専門性が市場において評価
され、能力開発が推進される環境が重要

– デジタル人材市場の課題と人材確保の在り方の再検討

– デジタル時代の人材評価・育成の在り方の再検討

– 人材の流動性をどう高めていけるかも論点

 デジタル人材市場における必要な人材の確保に向け、人材のスキルを見える化しマッチ
ングを可能とする仕組みについて検討する

人材変革
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